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第三者委員会報告書を踏まえた(独)海技教育機構としての対応について 

 

〇再発防止策について 

(独)海技教育機構（以下「機構」という。）は、今般の第三者委員会の調査報告

書の提言を重く受け止め、機構として以下の通り対策を講じ、役職員一体となって

再発防止に取り組み、関係者の皆さまのご理解も頂きながら安全・安心な実習訓練

を実施してまいります。 

また、今後外部の有識者から成る「青雲丸事案に関する第三者委員会からの提言に

対するフォローアップ委員会(仮称)」を立ち上げ、こうした提言への対応や練習船で

の実習改善が確実に実施されるか、外部からの視点で確認する仕組みを設けること

と致します。 

 

Ⅰ．対策の基本的な考え方 

 実習生に対するケアを含めた練習船における実習訓練の様々な仕組みについて、

規定化、明確化等を図り、練習船、本部及び学校が一体となって組織的に対応し

てまいります。 

 教官について、技能訓練だけでなく適切な教育を行う者としての意識・能力の向

上等を図ってまいります。そのための教官の勤務環境の整備についても検討致し

ます。 

 事案が発生した場合等において、組織として適切に情報の共有、記録、発信を図

ってまいります。 

 機構だけでなく外部の専門家等の知見も活用し、適切な実習の実践、事案が発生

した場合の対応等を行ってまいります。 

 

Ⅱ．第三者委員会の提言を受けた具体的な対策 

１．実習環境・実習内容 

(1)実習内容の策定、課題の量・難易度 

 各練習船における航海訓練のメニュー、出される課題等が適切なものとなってい

るか、実習生にとって著しい負担になっていないか等を本部が事前にチェックす

る仕組みを設けます。 

 

(2)多様な実習生の混乗 

 練習船の実習生配乗や海技大学校の課程の見直し等を行うためには、現行の教育

体制や制度の見直し等が必要となるため、国、各教育機関、海事関係者などの関係

者を交えて検討を行ってまいります。 

 

(3)船の環境 

 練習船の乗船前等に、学生に対し練習船の経験がある職員から船の環境に関する

説明を行うと共に、学生からの質問に答える機会を設けます。 
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 各学校の近傍の港に練習船を入港させ、乗船実習前に練習船の見学等をできる機

会をなるべく設けることとします。 

 

２．実習生のケア 

 実習生の相談窓口の存在について、乗船直後だけでなく乗船中繰り返し周知を行

います。また、こうした周知の効果（どれだけ実習生が相談窓口を認識しているか）

をアンケート等で確認します。 

 新たに機構外部にも相談窓口を設け、実習生がより相談しやすい体制を整えます。 

 練習船の教官による会議を定期的に開催することを機構内の規定に明記し、実習

生に関する情報（特に悩みを抱える学生に関する情報）を教官が確実に共有できる

仕組みを設けます。 

 練習船内の診察室を、悩みを抱えた学生が逃げ込める学校の保健室のような場と

して活用します。 

 教官及び教員に産業カウンセラー等の専門家養成講座を受講させ、その知見を活

用した内部講習を行い、相談担当者等のスキルの向上を図ります。 

 実習生の班毎に担当教官を置くことを機構内の規定に明記し、実習生と教官の間

のコミュニケーションを促進するとともに、班別の懇談会を実習中定期的に開く

こと等により、実習生同士、実習生と教官の間の信頼関係を深めるよう努めます。 

 現在機構が行っている航海訓練の満足度に関するアンケートとは別に、航海訓練

に関する実習生の苦情や要望等を収集するため、スマートフォン等を用いたウェ

ブ方式のアンケートや、本部に直接実習生の意見が届く「意見箱」の設置を行いま

す。 

 海大等機構の学校の教員が乗船実習中に練習船への訪船等を行い、悩みを抱えて

いる学生がいないかの確認やケアを練習船と連携して行います。その他の学校に

ついても同様の措置ができるよう検討します。 

 

３．教官 

(1)教官の資質および教育・研修 

 教官採用時の面接回数を増やし、また面接官の増員により、教官としての適正の見

極めを厳正化します。 

 教官採用の要件として、従前の資格、試験に加え、多くの教員試験で採用されてい

る適性検査の導入を検討致します。 

 外部専門家が練習船を訪れて行っているハラスメント講習について、その一部を

「アカデミックハラスメント防止」に特化して行います。また、その内容に今回の

第三者委員会からの指摘も踏まえた「不適切な指導や発言の具体例」を含めるなど、

練習船での訓練指導に即したものに見直します。 

 教官が昇任の際に受ける研修について、「教育心理」に関する研修を追加するとと

もに、「アカデミックハラスメントの防止」に重点を置いた内容とします。 

 教官の人事評価を行う際、「実習生の指導･育成」により重点を置いて評価を行うよ
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う、人事評価制度を見直します。 

 教官の指導について、部下や同僚からのクロスチェックを受けられる仕組みを設

けるとともに、実習生による教官の指導法等の評価を把握する仕組み（アンケー

ト)を設けます。 

 

 (2)教官同士の情報共有 

 前述の通り、練習船の教官による会議を定期的に開催することを機構内の規定に

明記し、実習生に関する情報（特に悩みを抱える学生に関する情報）を教官が確実

に共有できる仕組みを設けます。 

 他の教官の不適切な指導や行動を目撃した場合に本部及び外部に通報する制度を

設けます。 

 

(3)教官の勤務環境 

 教官の勤務環境の改善策として、練習船の教官の不足の解消、多様な教育機関・コ

ースの学生が混乗して航海訓練を受けている現状の改善、乗船実習を希望しない

学生の乗船取りやめを行うためには、現行の教育体制や制度の見直しが必要とな

るため、国、各教育機関、海事関係者などの関係者を交えて検討を行ってまいりま

す。 

 

４．海技教育機構本部 

(1)実習への関与 

 前述の通り、各練習船における航海訓練のメニュー、出される課題等が適切なもの

となっているか、実習生にとって著しい負担になっていないか等を本部が事前に

チェックする仕組みを設けます。 

 また、前述の通り「意見箱」や教官の通報制度を設けること等により、練習船にお

いて不適切な指導が行われていないかを本部がチェックできる体制を整えます。 

 

(2)問題発生時の対応ルール 

 今後万一練習船内の実習生の動揺を招きかねないような事案が発生した場合に備

え、予め事案毎に相談できる専門家（臨床心理士、精神科医、カウンセラー等）を

リストアップし、事案が発生した場合にはその意見を踏まえて対応を検討し実施

することとします。 

 悩みを抱えた実習生がいた場合の事故上陸等の対応については、一連の事案を受

け、当面以下の対応をとることをルールとして定めておりますが、引き続きそのル

ールに従い学校や保護者等の関係者と適切な情報の共有等を行います。またこう

した対応をした際には、その経緯等について確実に記録をとることとします。 

 悩みを抱えた学生について、その実習の継続に支障があると考えられた場合、

練習船はまず本部、学校と情報を共有し、必要に応じてカウンセラーや専門医

の助言を受け、実習継続の可否を判断する。 
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 実習継続が困難と判断された場合、練習船が保護者と連絡を取り、原則として

当該実習生、保護者、練習船教官および学校教員による四者面談を実施し、そ

の後の対応を検討する。その際、保護者にはありのままの情報を伝えると共に、

過去の事例等も説明した上で、起こりうる事態について説明する。 

 当該実習生を帰省させる際、当該実習生、保護者及び学校に対して、文書によ

り下船理由と実習再開の条件を提示する。 

 帰省後は、必要に応じて学校の協力を求めつつ、定期的に練習船から当該実習

生及び保護者と連絡をとり、状況を確認する。 

 練習船が実習の再開を可能と判断する場合には、本部、学校へ連絡した上で再

開する。学校は必要に応じて当該実習生及び保護者と連絡を取り、状況を確認

する。 

 事故上陸制度があること、それがどういう制度であるか（悩みを抱えた場合にはそ

れを利用して一時下船できること）について、実習前に予め実習生及び保護者に通

知することとします。 

 今後万一実習生に関する重大な事案が発生した場合には、本部に設けられる緊急

対策本部において適切に情報の管理を行うことを機構内の規定に明記し、個々の

職員の判断ではなく組織として適切に情報の発信を行います。 

 

５．海技大学校等 

(1)実習内容に関する要望・協議 

 機構本部内において、海大等学校の担当部署と練習船の担当部署による定期的な

連絡会議を開催し、航海訓練に関する学校、練習船それぞれの意見・要望の調整や

意見交換を行い、学校と練習船の連絡協議の場を確保します。 

 

(2)乗船実習への参加可否の判断 

 各学校等において、乗船実習前の生徒や学生に対し、乗船実習への意欲や不安の有

無を確認するアンケートを実施することとします。更にアンケート結果や学校等

での成績を踏まえて面談を行い、実習参加への意欲等を最終確認する機会を設け

ます。 

 

(3)学生の卒業要件 

 海大での卒業要件については、入学選抜の方法（船員への志向性や学力）を含めた

課程のあり方に関する見直しが必要となるため、国、各教育機関、海事関係者など

の関係者を交えて検討を行ってまいります。 

  


